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１．研究計画の概要 
 
国際貿易が各国の所得に与える影響を理
論的・実証的・多角的に分析するのが、本研
究プロジェクトの目的である。これは、大き
く３つの分野に分かれる。 

(1) 国際貿易が各国の平均所得に与える影
響：「国際貿易→経済発展」の関係を見るだ
けでなく、国際貿易が経済発展に与える影響
の効果波及経路を１つ１つ理論的に検討し、
それらの効果を実証分析によって比較する。 

(2) 国際貿易が各国の平均所得の収斂・拡
散に与える影響：先行研究では貿易の活発な
国々の間では所得の収斂が見られるという
結果を得ている。これは(1)の効果波及経路の
うちどの経路に強く依存しているのか確か
める。 

(3) 国際貿易が国内各経済グループの所得
に与える影響：国際貿易が国内の所得分配に
影響を与える伝統的な経済モデルを応用し
て、両者の関係を世界の国々を対象にして調
査する。 
 
２．研究の進捗状況 
 
 上記「１．研究計画の概要」に挙げた 3つ
の課題のうち、(1)と(3)について研究が進展し
ている。 

(1) については、国際貿易と補完的な関係
にある国際金融の視点から、分析を進めてい
る。国際的な資本移動の拡大が各国の所得・
賃金に与える影響を、投資の収益率から推計
する方法を用いて考察した。データは 2000
年代の OECD加盟 10カ国間のもので、分析
においては直接投資と間接投資、そして母国

要因と受入国要因に分けている。投資の収益
率では、フィンランド、スウェーデン、イギ
リス、アメリカが母国の直接投資で収益率が
高く、他方受入国要因は直接・間接投資のど
ちらもどれほど大きくなかった。直接投資と
間接投資の収益率の差を経営資源の収益率
と捉えると、上記 4カ国の会社の経営資源は
他国と比べて高いといえる。また、各国の所
得や賃金については、投資によってもたらさ
れる技術や知識の国内他産業への伝播がな
く、かつ名目額での評価であるが、外国から
の投資をより多く受け入れている国ほど一
般にそれによって所得や賃金が上昇する。 

(3)については、日本の製造業を例にして、
1990年代後半から2000年代前半のデータを
使い、企業の生産物と競合する最終財の輸入
や企業の生産に必要な中間投入財の輸入が、
企業雇用者の雇用者数や賃金に与える影響
を調べた。推計式は費用関数を用いている。
その結果、企業の生産物と競合する最終財の
輸入と雇用者数・賃金との明確な関係は観察
されなかった。また、企業の生産に用いる中
間財輸入の増加は学歴の比較的低い、勤続年
数の比較的短い労働者の賃金を引き下げる
という結果を得た。ただ、この影響は男性労
働者で強く観察され、女性労働者については
関係は曖昧である。 
なお、(2)については現在研究に着手してい
ない。 
 
３．現在までの達成度 
 
③やや遅れている 
（理由） 

 本研究においては、先行研究とは異なる新
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たな分析枠組を考案することを目指してい
たが、その分析枠組の構築に時間を要してし
まったため。しかしその結果、上記(1)につい
ては新たなモデルを構築し、分析に適用でき
た。ただ、(3)については、時間が限られてい
るため、既存の分析方法をほぼそのままの形
で使用した。 
 
４．今後の研究の推進方策 
 
 上記(1)と(3)の両方について、主要な分析
結果はすでに得ている。研究期間が残り1年
を切り、今年はそれらの結果をワーキングペ
ーパーの形にまとめ、国内・海外の学会発表
を通じて修正し、学術雑誌へ投稿する。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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